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1. はじめに 

農産物産地直売所 (産直) は，各生産者が主体

となって流通および販売活動を行っているため，

流通経費の削減や鮮度の高い商品の提供が魅力

となっている．一方で，消費者のニーズは，食

の多様化などにより旬の時期に関わらず広がっ

ており，旬の前後で供給不足が発生している．

特に産直では，卸売市場のような需給調整の機

能がなく，ニーズ変動の影響を受けやすい．さ

らに，生産者が数量や価格の意思決定主体とな

ることから，産直全体として品揃えを充実させ

ることが大きな課題となっている． 

それを実現させるためには，図 1に示すよう

に計画段階と実行段階での供給の調整が必要で

ある．先行研究では，実績データの収集として，

中嶋1) や Kasai et al.
2) が生産情報や販売情報を管

理する情報システムの構築が行われた． 

本研究では，店舗全体の計画的な商品差別化

戦略を支援することで品揃えの拡充を図ること

を目的とする．そこで，計画的に供給を調整す

る仕組みとして産直の販売計画モデルを提案す

る．提案モデルでは，産直の販売戦略を生産者

個人の戦略に反映させるとともに，各生産者の

入荷計画からボトムアップで販売計画を立案す

る．本稿では，その中でも生産者の計画作成と

全体の販売計画の共有を支援する情報システム

の構築と運用を行い，利用状況と品揃えの変化

から，品揃え拡充の効果について考察する． 

 

2. 販売計画モデルの提案 

 産直において販売計画を立案することは，販

売活動の問題点の抽出や進捗管理を行う上で有

効である．また，生産者間での共有意識を醸成

する効果も期待できる．そのため，産直店舗の

運営者である産直役員が，消費者のニーズを販

売計画に反映させることが必要である3) ． 
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図 1 品揃え充実のためのステップ 
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図 2 販売計画の作成と活用のプロセス 

 

図 2に提案する販売計画の作成と活用のプロ

セスを示す．本プロセスは，年に 1 度行う新規

立案，月単位に行う計画修正，週単位で行う出

荷提案の 3つで構成される． 
 

3. 入荷・販売計画作成システム 

3.1. 対象産直 

本研究で対象とする産直は，岩手県紫波町に

ある産直 A である．生産者数は約 130 名で，り

んごやぶどうなどの果実を中心に販売している． 

 

3.2. システムの機能 

 図 3に対象産直におけるシステム導入後の業務フ

ローを示す．本システムは，主に以下に示す 2 つの

機能で構成されている． 

 

(1) 入荷計画の作成および見直し 

各生産者は，自身の入荷実績を参照すること

で，年間の入荷計画を作成する．入荷計画の値

となる項目を次に示す．  

 入荷する商品名 

 入荷単位（箱，袋，パック など） 

 毎月の入荷数量 

 販売価格帯（最低価格，最高価格） 
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(2) 販売計画の作成および共有，公開 

生産者の入荷計画を集約したものを販売計画

として作成する．販売計画は，生産者間で共有

し，消費者に対しては，対象産直のホームペー

ジを活用して Web上で公開する． 

 

4. システムの運用 

4.1. 利用状況 

 本システムを 2009 年 4 月から対象産直におい

て運用を行った．表 1に，年間の売上金額を 3

グループに分けた入荷計画の作成生産者数を示

す．売上金額が上位の生産者ほど，入荷計画の

作成に積極的であることが読み取れる． 
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図 3 対象産直における業務フロー 

表 1 売上グループ別入荷計画作成者数 

  
売上上位 

(42名) 

売上中位 

(42名) 

売上下位 

(42名) 
計 

2009年 

1回目 
29 22 19 70 

2010年 

1回目 
23 13 14 50 

2010年 

2回目 
9 4 4 17 

2010年 

3回目 
6 7 0 13 

2011年 

1回目 
8 6 3 17 

2011年 

2回目 
7 7 3 17 

表 2 作成回数上位 7商品の品揃えの変化 

 

年間販売週数 価格帯数 

2009 2010 2009 2010 

早生フジ 39 40 46 45 

サンふじ 41 40 86 91 

キャンベル 27 26 78 87 

かぼちゃ 38 35 37 38 

ミョウガ 15 17 16 17 

りんご 

ジュース 
52 52 50 45 

ぶどう 

ジュース 
52 52 37 38 

 

4.2. 品揃え拡充の効果検証 

 品揃え拡充の効果を検証する指標の一つとし

て，表 2に作成回数上位 7 商品の年間販売週数

と価格帯数を示す．システムの導入前後である

2009 年と 2010 年を比較すると販売時期に関して

は，あまり変化が見られなかったが，価格パタ

ーンについては，全体的に増加していることが

読み取れる． 

 

5. おわりに 

 本研究では，産直商品の品揃えの拡充を図る

ことを目的として，販売計画モデルを提案した．

その中でも，生産者の計画作成と共有を支援す

る入荷・販売計画作成システムを開発し，対象

産直を事例に運用を行った．その結果，売上規

模が大きい生産者を中心に入荷計画作成の意欲

が高かったため，本モデルの有効性が確認され

た．また，各生産者は販売計画を共有すること

により，品揃えの中でも商品の価格帯数を増や

すことが期待できる． 

 今後は，販売方針の策定を支援する機能をシ

ステムに追加することで，販売方針の共有が入

荷計画の作成に与える影響について分析してい

く予定である． 
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